
ルクセンブルク経済・金融情勢（２０１９年３月） 

 

１ 統計関連 

● ３月のインフレ率は年率２．１８％（前月２．１％）（４月３日付統計局プレスリリー

ス） 

● ２月の失業率は５．２％（前月５．１％，前年同月５．７％）（３月２０日付統計局及

び職業安定所プレスリリース） 

 

● 当国統計局（Statec）によれば，２０１８年の当国の経済成長率は２．６％。第４四半

期のＧＤＰ成長率は年率１．７％で，主に建築業と情報・コミュニケーション業によるも

のであった。第３四半期は３．１％から２．８％への下方修正が行われ，これは前年と比

べて，金融業と保険業による付加価値が減少したことが挙げられる。第２四半期は３．３％

から３．０％，第１四半期は３．４％から３．０％への下方修正となった（３月２１日付

Luxembourg Times紙） 

● 当国商工会議所によるイニシアチブ，Foundation IDEA A.S.B.L.社のレポートによる

と，２０１９年のルクセンブルクの経済成長率は３％になり，失業者人口は７％減少する

見込み。（３月１３日付 Luxembourg Times紙） 

 

● Statec によれば，２６．３％の世帯が各種支払いに対して困難を感じている。これは

２０１７年比で１％の増加となっている。また，４８．６％の世帯は予測していなかった

支出に対応できるが，一方で４．５％の世帯は自分の財政状況を「非常に厳しい」と評価

した。なお，当国世帯にとって住宅費の負担の比重は重く，２０１８年に，３３％の世帯

が「負担が重い」，４６．２％の世帯が「そこそこ重い」，２０．３％が「全く気にならな

い」と述べた。（３月４日付 Luxembourg Times紙） 

● 当国政府の２０１９年の歳入歳出等については，１８９億ユーロの歳入（前年比１．

６％増），１９６億ユーロの歳出（前年比５．８％増））で，６億６千万ユーロ（ＧＤＰの

１．１％相当）の財政赤字となる見込み。（３月５日付 Luxembourg Times） 

● 欧州統計局（Eurostat）は，当国の男女間の賃金差について，女性の方が５％少ない

が，前年よりやや改善していることを発表した。なお，当国はルーマニアに次いで，イタ

リアと並んで，ＥＵ内で第二に男女の賃金差が低い国となっている。ＥＵ平均は２５．６％。

（３月５日付 Luxembourg Times 紙） 

● Statec によれば，当国女性の平均寿命は８４年，また第一子の出産平均年齢は３１才

である。２０１０年に１．７８あった出生率は２０１７年には１．３９になっており，外

国籍の人の出生率の方がルクセンブルク人の出生率より高い傾向がある。但し，この傾向

は２０１７年では例外であった。雇用率についても，男性の方が女性より雇用率が高い（そ

れぞれ７５％，６７％）。（３月７日付 Chronicle.lu） 



● 現在当国の欧州投資銀行（ＥＩＢ）への出資比率は全体の０．１１％（２億７５００

万ユーロ，２４位）であるが，政府は英国のＥＵ離脱後の比率を増やすことを検討してい

る。なお，２０１７年の当国経済は，ＥＵ経済全体の０．３６％を占めた。（３月８日付

Luxembourg Times紙） 

● ロンドンを基盤としている資本市場についてのシンクタンク，The New Financialは，

２７５の金融系企業が自社ビジネス，従業員，資本あるいは法的機関の少なくとも一部を

Brexit に備えて移転させたことを明らかにした。ダブリン（アイルランド）には１００社

程が従業員を移転させ，次いでルクセンブルク（６０），パリ（４１），フランクフルト（４

０），そしてアムステルダム（３２）となっている。他にも，銀行業８０００億ユーロ，資

産管理業６５０億ユーロ，保険業３５０億ユーロが英国から流出した。（３月１１日付

Luxembourg Times紙） 

● ビジネスコンサル会社のMercer社による，会社の社員，従業員の生活の平等性を補助

する為に行われたアンケートにて，当国は，個人的な安全性では世界一位，ＱｏＬでは１

８位となった。当国における犯罪の絶対数が減ると共に，１０万居住者あたりの犯罪数も

減少。一方で車の盗難や公共の場での過剰飲酒案件は増加しつつある（３月１２日付

Luxembourg Times紙） 

● 格付企業の Standard and Poor’s（Ｓ＆Ｐ）社は，当国の安定した経済を予測し，トリ

プルエー（ＡＡＡ）と格付けた。同社は，当国は，効率的な機関的枠組み（institutional 

framework），慎重な財政政策，そして持続可能な経済成長によって利を得ているとした。

また，当国は Brexitの影響を受けて移転してくる金融企業からも利を得ていると分析した。

（３月１６日付 Luxembourg Times 紙） 

● 監査法人 PwC 社のアンケート（当国のＣＥＯ５９名が対象，分野は資産管理，自動車，

銀行等で，うち１２％が女性）によれば，当国のＣＥＯのうち８０％が，技能不足による

労働者の雇用がしづらい事を懸念している。この技能不足は，当国の高技能労働者の不足

と，業界における必要技能に変化が見られることが原因としてあがっており，また，技能

不足によって人件費が上昇することで，革新的である事が制限されていることが明らかと

なった。一方で多くのＣＥＯは，今後１２ヶ月以内に雇用人数を増加し，自社スタッフへ

の投資額を増加するとしている。なお，ＣＥＯの６８％は，２０１９年はこの技能格差は

改善されると見込んでいる。但し３８％は，次の１２ヶ月でＥＵ経済は右肩下がりとなる

と予測している（３月１８日付 Luxembourg Times紙） 

● Eurostat によれば，２０１８年に，当国に入ってくる輸入のうち８８％は他のＥＵ加

盟国から，そして当国から出て行く輸出のうち８４％は他のＥＵ加盟国へとなっている。

この輸出での数値は他のＥＵ加盟国より高い数値であり，２７％がドイツ，１５％がベル

ギー，１４％がフランスに輸出される。なお，製造業，化学製品，機械は主に周辺国との

やりとりとなっている。（３月２１日付 Luxembourg Times） 

● Eurostat によれば，２０１６年の平均賃金（１時間あたり）は，当国はブリュッセル



と同じで１時間あたり４４ユーロとなり，ＥＵ最高額となった。なお，ＥＵ平均は１時間

あたり２３ユーロ。また，Statec によれば，公的機関と農業従事者を除いた当国の平均賃

金は１時間あたり３９ユーロとなり，デンマークとノルウェーに次いで三番目に高い。当

国の建築業と製造業はそれぞれ１時間あたり２６ユーロ，３４ユーロと，ＥＵ平均の１時

間あたり２６ユーロより高いものの，ドイツ，フランス，ベルギーよりは低い。一方で金

融業（１時間あたり７１ユーロ），健康保健業（１時間あたり３９ユーロ），交通業（１時

間あたり３５ユーロ）は，ドイツ，フランス，ベルギーより高い。なお，２０１２年から

２０１６年の間で当国の人件費は年率２．３％で上昇している。（ＥＵ平均１．５％）（３

月２２日付 Luxembourg Times紙） 

 

２ 政府等関連 

● ２０１８年から２０２３年の連立合意案に含まれる，社会最低賃金の１００ユーロの

値上げが，２０１９年１月分より実施される事が確定した。ダン・ケルシュ労働・雇用・

社会保障大臣が法案第７４１６号を提出し，２０１８年１２月２１日に追加された１．１％

の上昇に併せて更に０．９％の上昇が成されることとなった。これにより，非高度技能労

働者では４１．２１ユーロ，高度技能労働者では４９．４５ユーロ値上がりする予定であ

る。（３月７日付 Chronicle.lu，８日付 Luxembourg Times紙） 

● １３日に，当国におけるデジタル商品を取り扱う為のマーケットプレイスとして，

「LUX HUB Open Banking Marketplace」が開かれた。オープニングセレモニーには，グ

ラメーニャ財務相も出席。（３月１５日付 Chronicle.lu） 

● 当国政府は，オンライン上の政府へのアクセスのために新しくできたデジタル化省

（Ministry of Digialization）に４５０万ユーロかけることとした。同省はベッテル首相が

大臣，マークハンセン氏が大臣代行を務める。同省は今般の連立合意案の要でもある，e-

政府創設に係る目玉のうちの一つで，更に，デジタル化がすすむ時にスムーズに経済発展

を成し遂げる為に創られたもの。（３月２０日付 Luxembourg Times紙） 

● ２０２６年より，当国で働いていた越境労働者で失業した者に当国によって手当が支

払われる。これはＥＵ全体の取り組みで，２０２１年開始予定だが，当国には５年の猶予

が与えられている。なお，当国の労働人口の４６％，およそ１８万人が越境労働者で，フ

ランスから１０万人，ドイツとベルギーからそれぞれ４万人となっている。（３月２１日付

Luxembourg Times紙） 

● 当国国民議会にて，５月９日をヨーロッパデーとして祝日とすること，そして最低年

次休暇日数を２５から２６にする事が決まった。既に２６日以上の年次休暇がある人は自

動では増えないが，雇用元と再議論する事が許されている。（３月２７日付 Luxembourg 

Times紙） 

 

３ 企業関連 



● Brexitにあたって，１日に欧州中央銀行（ＥＣＢ）はノーザントラスト社にＥＵ本拠

をロンドンから当国に移転する認可を与えた。新しいオフィスは Leudelange 地区にあり，

今後は上位役員を当国に配置することが決まった。（３月１日付 Luxembourg Times 紙） 

 

４ 大臣等動向 

● １１―１３日 ハンセン・デジタル化担当大臣代行，パリを訪問。１１，１２日はＯ

ＥＣＤ主催の「Going Digital Summit」に出席。１３日はMahjoubi仏国デジタル技術担

当大臣と会談し，行政のインターネット窓口の簡素化，行政による人工知能の活用等につ

いて議論。（３月１２日付政府広報，１３日付 Chronicle.lu） 

● ２７―２８日 ベッテル首相が訪中。Forum Boao for Asiaに参加。（３月２５日付

Luxembourg Times紙） 

 

 ※当国政府の公開資料や各種報道などの公開情報をとりまとめたもの 

 


